〈消費税廃止各界連〉09年11月定例宣伝用スポット例（11月17日作成）
　
ご通行中のみなさん、私たちは消費税廃止各界連です。消費税の増税に反対・減税を求める宣伝・署名活動をおこなっています。ご協力をお願いします。
　いま国会では、鳩山政権の公約をめぐって、財源論議が焦点となっています。鳩山首相は、「ムダづかいをなくすことで財源は確保できる。その前に消費税増税は必要ない」と国会で答弁しました。選挙中には、「４年間は、消費税は上げない」と約束してきましたが、その先の消費税増税の必要は、一貫して否定していないことが重大です。
鳩山内閣の閣僚からは、消費税について「議論は当然おこなっていく。消費税を含んで税制のあり方をきちんと出す」との発言が飛び出しています。鳩山政権の目玉となる「子ども手当」の財源をめぐっては、来年度にも扶養控除を廃止する案が浮上しています。子育て支援の拡大は、おおいにやってもらいたいことですが、庶民増税と抱き合わせの財言論は、認めるわけには行きません。

いま私たち国民は、新しい政権に、消費税増税はもちろん、庶民増税によらない社会保障制度の再構築や税財政のあり方を真剣に探求するよう、求めていくことが大切ではないでしょうか。
消費税・庶民増税へ安易に流れる前に、新政権がやるべきことは他にあります。

歳入面では、大企業・大金持ち減税の見直しです。大企業は、世界的な金融・経済危機の被害を受けたとはいえ、内部留保を２００兆円以上もためこんでいます。大企業の法人税率を消費税導入前に戻せば５兆円の税収が生まれます。証券税優遇税制の廃止をはじめ、大金持ちへのしっかり負担を求めれば２兆円、合計７兆円も税収が増えます。

歳出面では軍事費の削減です。５兆円規模の軍事費にしっかりメスをいれ、アメリカ軍への思いやり予算は廃止が必要です。沖縄の米海兵隊をグアムに移転するとの名目で、６０００億円以上もアメリカに拠出する「グアム移転協定」も即刻中止すべきです。このような点をあらためれば、歳出でも５兆円以上が生み出せます。

こうした中、見過ごせないのは、財界の動きです。日本経団連や経済同友会は、相次いで予算要求を公表し、社会保障予算の削減や消費税の大増税、大企業の法人税減税などの要求を並べ立てました。例えば、日本経団連は、「社会保障のため、２０１５年度までに消費税率10％、２０２５年度までに17～18％」をめざし、消費税を段階的に引き上げること、法人実効税率を40％から30％に引き下げるよう求めています。先の総選挙では、大企業を優遇し、国民に痛みを押し付けてきた「構造改革」路線に、歴史的審判が下されたことを考えれば「とんでもない開きなおり」で、身勝手な要求だと言わざるを得ません。
いま経済・金融危機対策として、アメリカ、イギリス、ドイツなどの主要国は、「中低所得者に減税」「富裕層に増税」をおこない、国民の生活支援を通じて経済を立て直そうとしています。同じことが、日本でも、できないはずはありません。

政権から退場を迫られた自民党・公明党は、政権時代に「２０１１年度までに消費税増税法案を通す」ための法律をつくりました。鳩山政権に「消費税率を引き上げない」という公約を守らせるため、まず、この法律を廃止するよう求めようではありませんか。

さらに、庶民のふところを温めるため、食料品をはじめ、くらしにかかる消費税の減税に踏み出すよう、大きく声をあげましょう。私たちの署名に、ぜひご協力をお願いします。

